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１ はじめに 

 

 現在のロシアは、民主主義、市場経済という世界共

通の価値を共有する政治・経済体制に移行しつつある。

しかし、７４年もの共産主義時代の後遺症は深く、１

９９１年に共産主義体制が崩壊して新生ロシアが誕生

して１５年経過したに過ぎない現在、多くの問題を抱

えている。移行期に生じた多くの問題を解決し、社会

主義時代から残されている問題を、市場経済原理で処

理し、均衡の取れた近代技術を基礎にした競争力のあ

る経済構造を構築しなければならない。成熟した市民

社会の基礎となる人権の尊重と、これを守るために国

家権力に規制を課す社会的基盤がいまだ形成されてい

ないなど、多くの移行期の問題を抱えた国家であると

いえる。 

 この講演では、前半でソ連の崩壊から新生ロシアへ

の移行の過程を、ゴルバチョフのペレストロイカ、エ

リツィン下でのソ連邦崩壊と新生ロシアの形成、プー

チン下での安定と発展、さらには新しい国家主義と強

権政治体質の強化の過程として概略説明する。その上

で「ロシアから見た世界」という観点で、２００８年

の大統領選挙をひかえたロシアの現状と課題というこ

とを話してみたい。具体的には最近のミュンヘン安全

保障問題シンポジウムにおけるプーチン演説に集約さ

れる、ロシアの世界観と資源外交の強化などの欧米諸

国との対立要因。それから国内での契約殺人の頻発、

大統領選挙で予想される対立候補への締め付け、政党

への圧力など、西側で民主主義の原則からの逸脱と非

難されている問題が、ロシア側でどう見られているか

を、ロシアのメディアの報道や、ロシアの要人の記者

会見録などを基礎に説明することにしたい。 

 

２ ソ連の崩壊と新生ロシアへの移行 

 

１） ソ連の崩壊の原因と過程 

ソ連邦は、基本的に住民に提供される広範な公共サ

ービス、無償教育、安価な託児施設、極めて安い住宅

費、労働者保養施設での割安な休暇、無料医療、年金

の保障などの社会主義的要素を構築した国家で、貨幣

所得の分配も、資本主義下より平等であったといえる。

他方、党、国家エリートの権力の独占による独裁体制

で基本的自由がなく、国家エリートが物的特権を与え

られた非社会主義的特徴を濃くした社会でもあった。 

 ソ連経済は１９２８年ー１９７５年の間、ソ連モデ

ルとして多くの点で成功した。特に第二次大戦以降、

急速な工業力の回復を実現し、いくつかの分野で米国

を上回る生産力と、高い教育水準と科学技術力を土台

として、軍事、宇宙分野などで米国との均衡を達成し、

世界の二大超大国の一つとなった。しかし、１９７５

年以降急激に成長が低下した。 

ソ連崩壊の基本的原因は通信、情報処理革命の成果

の吸収に失敗し、大量消費社会が求める多彩な消費物

資の生産を可能にする複雑な生産構造に、柔軟性を欠

く中央集権的な計画システムが適応できなくなったこ

とにあった。同時に、教育水準の高い洗練された国民

に対して、権威主義的な労務管理方式が有効性を失っ

たこともあった。その背景には７０年代の石油危機以

降、石油の価格高騰による財政的余裕を、米国との核

兵器の均衡を目指して中距離ミサイルＳＳ－２０など

の生産配備に８０００億ドルもの資金を浪費し、第二

次冷戦の原因をつくり、産業構造の変革に向けなかっ

たこともあげられている。情報社会の中で、西側との

生活水準の差が顕著になり、国民のあいだに不満が増

大した。ソ連体制は、政治的にも経済的にも大改革を

要請されることになった。 

 

２）ゴルバチョフのペレストロイカとソ連の崩壊 

このようなソ連経済の立ち遅れと政治的問題の解決

のため、ゴルバチョフ書記長が１９８５年に選出され

たが、ゴルバチョフは当時のソ連経済は「危機寸前の

深刻さを帯びつつある」と述べた。 

国内では、ペレストロイカを標榜し、「グラスノスチ」

「経済改革」「政治制度の民主化」を３本柱として改革

を進め、極度に中央集権化された非民主主義的な国家

社会主義体制を、新たな民主主義的社会主義へ転換す

る努力をした。グラスノスチは言論統制を撤廃し、国

民の覚醒、ソ連体制刷新に国民の支持を駆り立てるこ

とを目指した。知識人は、当初、表現の自由を与えら

れ、ゴルバチョフの政策を支持した。しかし、その後、

改革された社会主義建設に反対、野党的立場に走り急

進化して資本主義の支持にまわった。経済改革は、禁

酒キャンペーンや、税制未整備のままの企業の自由裁
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量権付与で、税収不足を招く。さらに経済の計画化と

生産手段の国有を廃止したが、新たな経済制度は未創

設な状態なので、価格の自由化で商品が滞納され市場

から姿を消すなど大混乱になった。 

政治制度の民主化においても，選挙による党幹部の

選出、最高会議の改革、共産党の統治権廃止などによ

り、党の調整機能が喪失し、議会の統治機能もなく、

権力構造の分権化が進んでしまった。その結果ゴルバ

チョフは支持基盤を失い、１９９１年８月の保守派の

クーデターで解任、軟禁され、ソ連各地に緊急事態宣

言が出された。その中で１９９０年後半に共産党を離

脱し資本主義への転換を唱え、ロシア共和国の大統領

に選出されていたエリツィンが、ロシア共和国の議会

とともに勇敢にクーデターに立ち向う。数日のうちに

クーデターは鎮圧され、権力はゴルバチョフからエリ

ツィンに移った。１９９１年１２月、ソ連が崩壊、正

式に消滅し、１５の共和国が独立し、新生ロシアが誕

生した。 

新思考外交で、中東欧諸国に独自の社会主義路線が

認められたが、これらの諸国では急速に民主主義と市

場経済への移行を求める声が強まり、１９８９年の末

にはベルリンの壁が倒され、共産主義から決別した。 

 

３ 新生ロシアの形成と発展 

 

１） 第一期エリツィン政権 

1991年8月のクーデター鎮圧後、共産党の権力機構

が崩壊し、ソ連最高会議や全国の共産党の活動が停止

されていた。この間にエリツィンも民主派も、反改革

派が多数を占める人民代議員大会と最高会議の解散・

総選挙を要求することを怠り、後述するように大きな

チャンスを逃し、苦難を強いられた。 

 エリツィンはガイダールを首相に任命、経済改革が

始まった。価格の自由化、国営企業の民営化、ルーブ

ルの安定化などに取り組んだ。しかし、「ショック療法」

といわれる急激な改革措置により、1992 年には物価は

26倍になり、ＧＤＰは1995年までに半減した。従来の

国家による社会保障制度の崩壊で、一般大衆の生活は

困窮を極めた。他方、国有財産の民営化により一部の

寡占資本の手に急激に法外な富が集中、貧富の差が激

しくなり、クーデター鎮圧後の希望に満ちた楽観主義

は早急に消えうせ、社会、政治状況は急速に不安定化

した。このような中でロシア経済と議会における反改

革派が勢力を盛り返す。「ショック療法」に対する反対

と市場経済に対する批判が高まり、共産党も野党とし

て復活、反改革派と組み、ソ連邦の再建のための戦い

を目指した。 

矛盾の多いソ連憲法の下で二重権力が生じ、改革を

目指すエリツィンの民主改革派と改革路線妨害を目的

とする人民代議員大会議、最高会議の間で対決が深刻

となり、１９９２年１２月、反改革派はガイダール解

任、チェルノムィジン新首相任命に成功。経済改革路

線に痛手となる。 

 １９９３年４月２５日、エリツィンは国民投票を行

う。大統領信任、新憲法、新選挙法、総選挙などにつ

き国民の声を聞く提案を実施し、投票者の 58％を得て

エリツィンが勝利した。窮乏を強いられる国民の過半

がエリツィンを支持し、7 月 12日に新憲法採択。しか

し8月には対立が激化する。 

 1993 年 9月、議会が大統領を解任。エリツィンはこ

れを無効として議会への攻撃を準備、警官が議会を包

囲する。10 月 4 日、戦車、装甲車を伴う軍隊がモスク

ワ市中心に進出。ホワイト・ハウスを武力攻撃して、

反対派を鎮圧した。ルツコイ副大統領、ハズブラート

フ議長などの反対派幹部を拘束する。147人の犠牲者と

600人の重軽傷者が出た。 

 1993年12月12日、ロシア全土で複数政党制選挙と

新憲法草案の是非を問う国民投票を実施。憲法を

58.4％の支持で承認。大統領に強大権限を与え、議会

は、知事、地方議会議長等からなる連邦院（上院）と、

小選挙区と比例区選挙による国家院（下院）の 2 院制

になる。 

 下院で第一期の選挙。反エリツィンで極右のジリノ

フスキー率いる「自由民主党」が第 1 位になる。民主

派の大勝利とならず失望とショックが広がる。エリツ

ィンの権威が低下し、改革派は妥協を強いられる。チ

ェルノムィルジンは口先では改革をいうが、本当は熱

心でなく、国営企業の利益を図る。改革路線が後退し、

94年夏ごろからエリツィンの健康状態も悪化する。 

1995年12月の下院選挙では、共産党が躍進して自民

党が第 2 位になる。改革派は新議会で多数を制するこ

とに失敗する。改革に対する国民の一般的不満が強く、
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共産党への支持は 89 地方中 62 地方で第一位。年金生

活者、老人層など、改革から取り残された中高年層の

不満が噴出し、政権党「我が家ロシア」は１０％のみ

の獲得に終わる。 

 

２）第二期エリツィン政権 

 １９９６年 6 月の大統領選は、ロシア史上初めての

民主主義的手続きによるものであった。3 月の時点で、

エリツィンの支持率は 6％に過ぎなかった。前年 12月

の議会選挙で共産党が第一党となり、政権党は10%にし

か過ぎなかったのを受けての大統領選。「改革の継続」

か「共産主義への復帰」かをかけた体制選択の選挙と

いわれた。 

 保守派が大勢を占めていた内閣では勝ち目が無いの

で、議会を解散し共産党を禁止にして、大統領選挙を

延期すべしとの決定がなされる。エリツィンもこれに

乗りかかった。その時、次女のタチヤーナがエリツィ

ンにぜひ若い人の意見を聞いてほしいと懇願した。チ

ュバイスを呼んで意見を聞いた。チュバイスは、今回

憲法に反する措置を取れば大統領の政治生命はなくな

る、国民は共産主義の復活よりエリツィンの継続を望

んでおり,我々若い世代に選挙戦を任せてほしいと説

得する。エリツィンはこれを受け入れた。保守派を解

任し、チュバイスを選挙対策委員会の委員長にする。

若手の政治家、ベレゾフスキー、グシンスキーなどの

報道関係者、新興産業資本家などを委員とし、アメリ

カのPRエージェントを雇い、選挙戦に臨んだ。 

 6月16の第一次選挙は10人の候補で戦われ、エリツ

ィン35%、共産党書記長ジュガノフ３１％、レベジ将軍

１５％で、過半数に達したものはなかった。エリツィ

ンはレベジを安全保障会議の書記に任命し、7月3日の

決戦投票に臨んだ。エリツィン５４％、ジュガノフ４

１％で、エリツィンが当選した。 

 選挙後、エリツィンは 8 月初めの就任式に短時間出

席したのみで、健康状態が悪化したため、その後しば

らくは姿を見せなかった。11月 5 日、心臓のバイパス

手術成功。その後政務に復帰した後も余病併発などで

健康状態には波があり、共産党は執務不可能な大統領

は辞任すべしとして圧力を加え続け、政情不安定の一

要因となる。 

 エリツィンの評価は、ロシアにおける民主主義、市

場経済の土台を築いたことにあるといわれる。事実、

エリツィンの下でロシアは大きく変貌した。ただエリ

ツィンは、民主主義、市場経済,言論の自由などを信念

を持って守ろうとしたが、細部にわたってチェックせ

ず、改革に反する法律にも承認を与えたとの批判もあ

る。改革を継続するために、1年半の間に4人も首相を

替え、マスコミには末期症状と批判されるほどであっ

た。  

 1998 年 3月、このままでは改革が進まず、次の選挙

を戦えないとして、チェルノムイルジンを解任し、無

名の若手政治家キリエンコを首相代行に任命した。議

会はそれを2度拒否し、解散の圧力の下、3度目で承認

する。チェルノムイルジンの下では、国家企業への補

助金供与などのため国家財政は赤字を抱え，給料遅配、

年金未払いなどが続いた。労働者や年金生活者などの

デモが頻発し、国内は深刻な社会不安に見舞われた。 

キリエンコは、1998年8月の経済危機に際し、多く

の対策のための法案を、共産党主導の議会に否決され

辞任に追い込まれる。9月には、ソ連時代にKGB 議長、

最高会議議長などを務めた、老練な政治家プリマコフ

が首相に任命された。プリマコフは共産党の支持も取

り付けつつ政権運営を図り、急速に政治、社会情勢の

回復を実現した。国民の支持率も上がったが、199９年

5月、共産党が議会でエリツィン解任決議の動議を提出

した際、プリマコフは反対を鮮明にせず、解任される。

若手の内相経験者ステパーシンが首相に任命された。 

同年 8 月はじめチェチェン問題が再燃する中、選挙

戦が始まり、共産党やモスクワ市長ルシコフ、プリマ

コフが主導する祖国全ロシア党との戦いにおいて、ス

テパーシ首相は性格上断固たる措置が取れないとの理

由で解任される。後任にプーチン連邦保安庁長官が任

命された。これにステパーシンが猛反発する。チュバ

イスも、プリマコフの解任でさえ末期症状として批判

されたのに、3ヶ月未満で首相を更迭すれば暴動も起き

かねないとエリツィンに反対し、プーチンにも困難な

状況になるとして辞退を進めた。 

 しかしエリツィンは，かねてより後継者はプーチン

しかないと心に決めていたので，これらの説得に応じ

ず、プーチンも大統領からの任命は断れないとして辞

退を拒否した。 

チェチェン軍のダゲスタンへの侵攻、モスクワでの
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２度にわたるアパート撃破事件などで、果敢な対策を

とったプーチンへの人気が急速に高まる。12 月の議会

選挙では、プーチンの支持を受けた新党「統一」党が

支持を伸ばした。議会で大統領支持政党が多数になり、

共産党24%、祖国全ロシアは１３％にとどまった。この

ような情勢を見て、エリツイン大統領は１２月３１日、

若い有能な政治家に今後を託すとしてプーチンを後継

者に指名し,任期を前にして急拠辞任した。 

プーチンはＫＧＢ出身で、旧東独のドレスデンでＫ

ＧＢ代表として勤務している時にベルリンの壁の崩壊

を向かえ、全体主義体制の終焉とソ連がヨーロッパで

の立場を失うのを経験した。ソ連に帰り、レニングラ

ード大学で勤務している際に、レニングラード市長で

改革派のサプチャクに招請され、副市長としてドイツ

からの外資導入などで成果をあげた。 

その後、ＫＧＢに辞表を提出。1991 年のクーデター

の際は改革派を支持し、辞表が受理されいたかどうか

確かでなかったので、ＫＧＢに対して二度目の辞表を

書き、共産党が崩壊したので党員証は机の引き出しの

中に放置した。1996 年サプチャクが市長選で敗退した

後は、２，3ヶ月無職であった。が、サンクト・ペテル

ブルグ出身のボルシャコフ副首相やクドリン大統領府

監督総局長の引きで、大統領府総務局副局長の職に就

く。そして、驚くべき速さで昇進を遂げる。1997 年に

監督総局長、1998 年に地方の監督を受け持つ大統領府

副長官になり、同じ年に連邦保安庁長官になり、安全

保障会議の書記に任じられ、1998年8月に首相になり、

同年12月31日以降は大統領代行となった。 

 エリツィンは回顧録の中で、次のように述べている。

大統領府時代のプーチンの説明は明晰さの手本のよう

であり、どんな不意打ちの説明にも全く平静に平然と

応答した。この若い男は人生のあらゆる問題に立ち向

かう用意があり、いかなる挑戦にも明確かつ的確に対

応すると感じさせた。さらには思慮深いその人事と的

確な政策の実行に印象を深くし、プーチンが民主主義、

市場経済への改革、強固な愛国心を持っていることを

確信したと述べている。 

 

３）プーチン政権の成果と課題 

2000 年 3 月、プーチンは 52.52％で大統領選に勝利

した。プーチン大統領は、就任後、経済改革に先駆け

てまず縦割りの国家機構の強化に積極的に取り組み、3

ヶ月という短期間で、その基本的骨格の再構築を成し

遂げた。下院での過半数獲得の立場を利用し、地方知

事、地方議会議長が上院議員になる制度を廃止した。

同時にロシア全土を 7 つの管区に分け、それぞれの管

区に大統領特別代表を任命し、連邦と地方の調整に当

たらせることにした。これにより憲法に一致しない地

方の法律の改正を実現、地方の司法、警察なども連邦

の統一指揮に服するようにして、連邦政府が効率的に

行政を執行できる体制を実現した。 

 経済改革にも着手した。所得税13％、企業利潤税24％

とする税制改革の結果、徴税率の向上と地下経済の縮

小により均衡財政が達成される。法制面では、市場経

済に不可欠な、土地の自由売買を可能にする土地法、

民法、労働法、より公正な司法制度の確立のための刑

法、刑事訴訟法などを成立させた。また、選挙法及び

政党法の改正によって、より合理的な選挙と政党政治

の基礎が築かれた。これらの法案成立は、国家院で改

革のために必要な法律は政権と協力して速やかに通す

という政権支持党の積極姿勢があったから可能になっ

たのであり、エリツイン時代とはまったく様変わりで

あった。 

 さらに寡占資本家との関係の再構築を行い、グシン

スキー、ベレゾフスキーなどを、メディアを政治的に

利用するのを排除するため、国外亡命に追い込んだ。

他の寡占資本家とは「政治に過度に介入せず、税の支

払いと外国にある資本を国内で投資して経済発展に貢

献するなら、1994 年以降の民営化過程での違法な資産

形成には目をつぶる」ことで合意した。これによって

民営化による貧富の差の拡大に怨嗟を抱く国民大衆の

広い支持を集めた。 

 またソ連時代にベルリン陥落時など、折に触れ国民

の愛国心高揚に貢献したソ連時代の国歌を、歌詞のみ

を新しくすることで、右派改革派の反対を押し切って、

新生ロシア連邦の国歌として復活させた。 

 ロシア経済は、改革の成果と石油の価格高騰による

財政収入の増加で、1999 年以来年平均 6.4％の成長を

遂げ、1999年初めに115億ドルであった金外貨準備は、

最近では3000億ドルを超え、中国、日本についで世界

3 番目となっている。安定化基金が 900億ドルを超え、

2004年に1500億ドル近かった対外債務も、期限前に返
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済し、極めて好調である。これを背景に、外国からの

直接投資も急速に増加している。長い間、様子を見て

いた日本の経済界もロシアの市場に新たな可能性を見

出し、トヨタ、日産をはじめ日本企業のロシア進出も

初めて本格化する動きをみせている。 

 このように、プーチン政権の下で、ロシアは、国内

の政治、経済、社会面で顕著な安定化を実現しており、

プーチン大統領に対するし国民の支持率は、一時 60％

台に落ちた時期を除き、一貫して 70％以上を維持して

きている。 

 第二期政権下で周辺をサンクト・ペテルブルグ出身

の省庁関係者（シロヴィキ）や経済改革派で固め、政

権の強化を図った大統領は、最近、独自色の強い内外

路線を遂行し始めている。すなわち主権民主主義、国

家資本主義の名の下に、天然資源を国家統制化に置き

資源外交を進め、国内の反対派の締め付けと言論統制

の強化を図り、米国の一国主義に反対する姿勢をとる

等、かなり独自の内外政策を遂行しており、2008 年の

大統領選挙を前にして、今後の動向に内外の注目が集

まっている。 

 以下、現在のロシアが抱えている課題と、「ロシアか

ら見た世界」を中心に、ロシア内外の報道、ロシアの

関係者の記者会見での意見表明などを材料にしてみて

いくことにしたい。 

   

４ ロシアの課題と「ロシアから見た世界」 

 

１）ロシア国民の欧州と民主主義に対する見方の変遷   

ある世論調査では、欧州とロシアの関係、および民

主主義、市場経済への支持について、新生ロシアにな

ってから時系列的に、かなりの変遷が見られたとして、

次のように述べている。 

第一期は、80年代の後半から90年代の初頭の時期。

このときは民主主義、市場経済への改革によりロシア

社会が急速に変化した時期である。種々の困難や問題

を抱えつつも、やがて時間がたてばヨーロッパ、国際

社会の一員として迎えられ、多くの国と同様の国とし

て同じような生活ができるという幻想と期待があった

時期でもある。エリツィン政権がかなり欧州よりの外

交姿勢をとったので、欧州との関係も良かった。 

しかし、このあと幻滅が始まり、強力な保守勢力、

共産党、ノーメンクラツーラの宣伝もきいて、欧州に

対する猜疑心と緊張感も強まった。改革が、ロシアに

敵意を抱く勢力の指示によって進められており、米国、

欧州などの西側諸国の金融産業界がロシアを植民地化

し、服従させ、資源その他を簒奪せんとしているとの

脅迫観念が強まった。生活水準の急速な低下、工業生

産の低下、さらには平均寿命の低下までが、後期エリ

ツィン政権の責任とされた。混迷、貧困、人口減少の

時期として報じられ、ソ連時代と同様にロシアは敵意

を抱く勢力に包囲されているとの観念が大勢を占め、

欧州に対する警戒感と欧州と距離を置こうとする姿勢

が強まった。特に98年の経済危機で大衆が深刻な打撃

を受けた後は、これが一種のトラウマになり、ブレジ

ネフ時代が、超大国として各国から尊敬され、恐れら

れて、国内では社会保証が確保された黄金の時代であ

ったとして、ソ連時代への憧憬が強まり、孤立化への

傾向が強まった。 

2006 年の時点で、多くのロシア人は、ＥＵ、欧州、

すべての西側陣営をロシアの潜在的脅威と感じるよう

になっていた。ロシア自体の成長能力は低かったので、

より強い西側諸国が究極的にはロシアの経済と産業を

簒奪し、植民地化し、ロシアを 2 級の従属国家とみな

すようになり、特に米国文化の浸透は、ロシア人のア

イデンテティと固有の文化、伝統の喪失に繋がるのと

の観念が強まった。このことが恐怖感の背景にあった。

ソ連が破局を迎えた結果、ロシア人は奴隷ではないが

最も劣悪な民族で、ソ連の歴史は犯罪と貧困の歴史で

あったとの自虐的歴史観にさいなまれた。そして、こ

れから脱却する方法として、西側に対する不信感と国

内での外国人への敵愾心の増長がみられた。 

 しかし、欧州との関係には、二重性がみられた。一

方では、社会保障の完備、人権の保証、個人の自由を

享受するなど高度に発達した共同体として、いわば正

常な国家の理想郷とみており、他方、前述のような脅

威の源泉としての脅威感をいだいていた。それだから

「欧州ではロシアがどう見られているか」ということ

を気にかけることになる。その結果、ロシアは西側の

資源基地、西側の企業、研究所への頭脳供給源であり、

予測不能な侵略的国家で、法制度も完備せず、新ロシ

ア人、新富豪が跋扈する国との観念も生まれる。 

欧州を潜在的な軍事的脅威とする観念は、古いソ連
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時代の遺産であり、少数の農村や地方に住むノーメン

クラツーラにみられる。また、新欧州といわれる中東

欧諸国にも、ロシアを依然として安全保障上の脅威と

みる傾向が強い。 

 こうした欧州への緊張感と愛憎の関係は、国内的に

は、秩序があり相対的安定と適度の満足感があり、国

民が自らの場所をわきまえ人生に若干の展望をみるこ

とができたソ連時代の、その強い指導者への憧憬とな

る。これが1998年の危機を境に強まり、プーチン登場

の後、2003年にピークを迎えることになった。 

 そして、プーチンが状況の改善を実現し、改革によ

り、部分的に国家が経済を統制し、手厚い社会保障制

度のあった以前の体制に回帰するであろうとの期待が

生ずることになった。1998年から2006年の期間に、西

側の民主主義モデルがロシアにとっても最適であると

する意見は半減し、現在ではそれが 16％に過ぎない。

ロシアにおいては、民主主義は単なる政権側の欺瞞と

宣伝にすぎず、それは混迷、無秩序、無政府主義を意

味し、ロシアでは有効でなかった統治制度であったと

解されている。これは、正常な国家の統治原理であっ

て、ロシアはいまだそこまで成熟しておらず、民主主

義はロシアには向かないとされる。 

一般大衆は、行政機構全体に不信感を抱いている。

司法機関も腐敗しおり、中央及び地方の政権や富裕層

の影響下にあって、一般大衆はこれに影響を及ぼし得

ないとあきらめており、法律的保護を受けていないと

感じている。 

 大統領の人気が高いのは、このような一般民衆側に、

大統領以外の行政、司法に対する幻滅と不信感があり、

強い指導者がこのような状況を改善してくれるだろう

との願望があるからである。 

 

２）ロシアの国際環境 

イ）安全保障問題 

２月１０日、プーチン大統領は、ミュンヘンにおけ

る安全保障政策会議で、欧米の安全保障関係者を前に、

強い調子で米国の単独主義的行動と国際法を無視した

他国への介入を批判した。米国のそうした行動の結果、

世界で紛争が多発し多くの犠牲者を出し、核拡散と軍

拡をまねき、テロが地球的規模に拡大し極めて危険な

状態になっているとし、特に米国のポーランド、チェ

コでおけるミサイル防衛システム配備の動きは、ロシ

アへの脅威であり、これは非対称的な措置、場合によ

ってはロシアがＩＮＦ協定からの脱退も考えざるをえ

なくなることを示唆した上で、国連と国際法の役割を

強化する、多極主義を前提とする国際秩序の再構築の

ため協議を開始すべきであると演説した。 

 この演説は、現在の国際情勢に対するロシアの見方

を総括するものと考えられる。米国、欧州などでもそ

れへの対応を迫られ、ロシア国内でも、基本的にはこ

れを支持しつつ、いろいろな見地からの分析が行なわ

れた。また質疑応答の中では、新聞記者殺人事件、国

内の言論統制、権力の一極集中、資源外交，チェチェ

ン問題、イランへの武器供与、ＮＡＴＯの東方拡大な

どの問題について、ロシア側の見解を述べており参考

になる。 

 ロシア側は、米国の一極主義とＮＡＴＯのロシア国

境までの拡大と軍事力の展開を脅威と感じている。特

にポーランド、チェコへのミサイル防衛装備の展開は、

現存の戦略的均衡を破るものとして、バルエフスキー

参謀総長はＩＮＦ協定からの脱退を示唆し、ソロフツ

ォフ戦略核部隊司令官は、ロシアのミサイルは、これ

ら両国のミサイル防衛施設を標的にしえるとの発言を

行った。 

 しかし、ロシア国内では冷戦の再現との見方はとら

れていないようだ。ロシアとしては再び軍拡に引き込

まれることは望まず、より冷静に、非対称的な方法で

これに対処しえるとの発言を、ラブロフ外相などが行

っている。いずれにしてもこのプーチン演説は、石油

の高騰で経済が好調なロシアが自信をつけ、改めて米

欧に対して、ロシアを無視しえないことを宣言し、一

極主義が失敗し世界がより不安定になっている現状で、

多極主義、国連中心主義を基礎とした新しい国際秩序

形成のための協議の重要性を呼びかけたものであると

受けとめられている。 

米国においては、かねてからロシアの反米的行為を

列挙し、「プーチンを米国の敵ととらえる時がきた」と

の社説が書かれている。演説の後、石油の値段の高騰

で強気になったロシアが、米国への敵対政策を強化し、

露米間の協力を困難にしていると、CIA長官は議会で述

べた。しかし、ブッシュ大統領は、ＮＡＴＯがロシア

の国境近くにまで拡大していることは、民主主義国が
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近くに存在することになるのだし、対ミサイル防衛も

ロシアへの脅威になりえないとして、高官を派遣して

ロシアの説得に努めている。今後ともロシアとの協議

は続くだろうが、ロシア側の疑念は容易に解消できな

いであろう。 

 この問題では、欧州においても米国の一方的措置に

対して反対論がある。独仏などからはＮＡＴＯとロシ

アとの協議の中で解決すべきとの声が出ている。ポー

ランド、チェコは、米国の施設を受け入れることによ

り、米国の安全保障上の保護を取り付けたいと考えて

いる。 

 プーチンが過激な演説を行った背景には、ロシア側

には、米国および NATO に 15 年間裏切られてきたとい

う感情がある。 

 （ワルシャワ条約解消時に、当時のNATO事務総長ヴ

ェルナーは、ドイツの外にNATO軍を配置しないという

ことが、ソ連に対する安全保障上の確固たる保証にな

ると約束したが、実際はその後 15 年間に 19 箇所に新

配備され、ロシアを囲む基地や装備は倍増した。攻撃

戦略兵器削減協定で、ロシアは核弾頭を破壊している

のに、米国は秘密裏にこれを倉庫に貯蔵している。NATO

は１９７２年の ABM 条約から脱退し、ロシアへの優位

を狙っている。NATO は東方への拡大により、通常兵力

配備協定に反している。キューバからの情報基地の撤

去に対し、バルト諸国にレーダー施設を設置しないと

の約束に反し、現在、バルト諸国でレーダー施設が稼

働中である。アジア太平洋地域の安定のため、ベエト

ナムのカムラン湾の海軍基地の撤去を助言されたが、

米海軍は同湾の貸与協定を締結した。イラン、ベネゼ

ラなどと通常兵器供給契約をしたロシア企業に、米国

は制裁を課しながら、自らはあらゆる国に武器を供与

している。米国の検査委員会は、ロシアのあらゆる核

施設を訪問できるのに、ロシアの検査員は、選択的施

設の検査を認められない等。） 

 そのうえ最近、ルーマニア、ブルガリアへの新基地

の設置と、ポーランド、チェコに対ミサイル防衛装備

の設置が決定された。これは有事におけるロシアの核

反撃能力を無力化し、米国の条件を押しつけることを

狙っており、ロシア側も米国に、対ミサイル防衛装備

配備撤回を要求する時がきたと論じている。 

 

ロ）資源産業の国家支配強化と資源外交 

 2006年冒頭にウクライナに、2007年にはベラルシに

対して、天然ガス価格の４倍近い引き上げを通告し紛

争となった。その結果、西欧、中東欧諸国への天然ガ

スが一時中断され、ロシアが石油、天然ガスを利用し

外交的圧力をかける政策に転換したとして、欧米諸國

から批判を受けた。これに対してロシア側は、消費国

と中継輸送国との関係を、市場経済と透明性のある長

期契約に基づくものに移行することを目的したもので

あり、ソ連崩壊後も 15 年間にわたり特恵価格で石油、

天然ガスを供給してきたが、これ以上いかなる国に対

しても特恵的供与をする義務を負っていないとしてい

る。 

 ソ連時代にはコメコン諸国に対して、パイプライン

網をめぐらし、ウクライナ、ベラルシなどを経由して

安価な石油、天然ガスを供給し、これらの国を支配し

てきた。パイプラインは70年代から敷設され、70年代

の終わりから，オーストリアなどへの輸出の便利性が

認識され、西欧諸国にもパイプラインによる供給が始

まったものである。冷戦時代にもその供給が中断する

ことはなく、政治的な安定要因となっていた。ソ連側

としても、貴重な外貨獲得資源であったからである。

現在、EUに加盟している西欧諸国、東中欧諸国は20－

25％の天然ガスをロシアに依存しており、最近の事件

を契機に、これを問題視する傾向もある。 

 また最近では、CIS諸国で、ロシアに依存しないです

むエネルギー供給インフラを建設する動きもある。グ

ルジアは、アゼルバイジャン、カザフスタンと協力し

て、ベラルシは、ウクライナ、リトアニアと協力して、

パイプラインなどによりロシア以外からの石油などの

供給を実現せんとしている。新たなエネルギー戦略の

結果、ロシア自身が、CIS 諸国にたいする影響力を失

うという代価を払う結果も表れてきている。 

 

ハ）中国との関係 

 ロシアはアジア方面の外交にも力を入れている。中

国、インドなどとの関係を強化し、それを米国一極主

義への対抗軸とみている。中国との関係は現状ではよ

く、戦略的関係としている。胡錦涛主席は最近の訪ロ

に際して500人余の経済人を伴い、430億ドルの契約を

締結した。しかし、ロシア知識人の対中観は二分され
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ている。完全に正常なパトナーであるとする見方があ

る一方で、歴史的にみて中国の復讐主義や領土的野心

などへの警戒心もあり、中国の弟分にはなりたくない

という考え方が根強くある。ロシア、中国、インドに

よる新しい軸の形成は非現実的で危険であり、今後の

ロシア経済の発展の方向は欧米との連携にあるとの見

方が強い。 

 ベネゼラなど中南米で反米路線を強化している国々、

シリアなど中東諸国へも、プーチンが訪問し関係を強

化しており、ロシアは幅広い外交を展開している。中

国、インドなどのＧＤＰがやがて米国のＧＤＰを凌駕

することになり、多極化は経済的にも不可避となろう

としている。 

 

３）ロシアの内政の課題と評価 

 欧米において、契約殺人の増加、国家権力の集中、

議会、言論の自由の抑圧、司法への介入、汚職と権力

の乱用、NGOへの統制強化、主権民主主義と国家資本主

義などが、民主主義に反するとして挙げられているが、

これらについての現状とロシア側の反論について以下

述べる。 

 

イ) 契約殺人の増加 

最近、コズロフ中央銀行総裁や他の銀行の幹部が続

けて殺され、銀行改革で既得権益を脅かせるものの仕

業であるといわれているが、犯人の検挙は進んでいな

い。チェチェンの人権侵害を報道していたポリトフス

カヤ記者、その他の報道関係の殺害事件も起こってい

る。またロンドンで、元情報機関の部員であったリト

ビネンコが核物質ポロニウム 210 で殺害された。国家

機関が絡んでいるものがあるのではないかとの疑惑が

もたれている。 

これについてプーチン大統領は、最終的には司法の

判断に待つべきで、司法当局に捜査を強化するよう指

令しているとしている。が、国の内外に、司法当局に

隠れて、ロシアの国家イメージを傷つけることを狙っ

ている勢力があることも事実である。経済犯罪で訴追

され、外国に逃亡した寡占資本家もその一味であるが、

ロシアはすでに安定してきているので、このような策

謀を恐れてはいないとも述べている。リトビネンコ事

件については、英国の検察当局が訪露し、関係者を尋

問し、ロシアからも捜査当局が訪英しベレゾフスキー

などを尋問している。 

 

ロ）国家権力の集中と議会 

 前述のように、国民の間で行政機関、司法機関に対

する不信感が根強く、強い大統領への願望がみられる

ことを説明した。 

 一方、ロシアの改革派の議員は、現在のロシアの権

力を次のように批判している。大統領と、サンクト・

ペテルブルグ出身の大統領府要員や情報機関幹部に加

え、150万人の官僚により独占されている独裁体制であ

り、民主主義的な方法を偽装しているが、実際は、議

会、政党、司法機関、報道機関や国家経済のすべてを

実質的に統制下においている。選挙法の改正により、

クレムリンの意向を反映しない党の登録は極端に難し

くなっており、2007 年末の議会選挙へ向けて、与党の

統一党、最近与党として形成された公正党に加え、ク

レムリンの意向を入れた共産党、自民党の 4 党の構成

ができ、大統領の政策に協力的な議会となろうとして

いる。足きりを5％から7％に引き上げ、一人区を廃止

し、最近では足きりを 16％に上げることも考えられて

おり、これは民主主義の原則に反すると批判している。  

 前回の選挙で、左翼勢力を吸収するために形成され

た祖国党の党首であったグラジエフは、最近、政界か

ら引退して学界に入って、政治に影響力を及ぼすこと

を考えている。現状では政権側は、反対派の見解に一

切耳を貸そうしない、と彼も批判している。 

 これについてプーチンは、次のように説いている。

高い経済成長率を維持することが必須の課題であり、

そのためにはあらゆるレベル、あらゆる地域での立法、

行政組織での権威の確立が重要であり、政治的野心を

捨てチーム・ワークで進むことが不可欠で、2007年末、

2008 年初頭にはこの方向で国家機関が構成される必要

があると説いている。そして最終的判断は、国民が行

うとも付け加えている。プーチンは、さらに1990年代

の半ばに、大統領及び行政府と議会が対立して、改革

が進まなかったことを指摘し、このような状況を避け

る必要があるとも説いている。 

 

ハ）大統領選挙   

2008 年には、憲法上 2 期以上の任期を認められな
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いため、選挙により新大統領が選出されることになる。

すでにメドベーヂェフ副首相，イヴァノフ副首相らが

次期大統領候補としてあげられている。しかし、現在

の側近としての地位を失い特権を失うグループが、第

三期党を形成し、ロシアのイメージを深刻に傷つける

ことで国内情勢を悪化させ、プーチンが憲法を改正し

て大統領選挙に再度出馬せざるを得ない状況に追い込

もうとしているとの説もある。最近、上院議長のミロ

ーノフは公正党の党首になり、汚職問題の責任者に任

じられたが、彼は大統領三選を可能にする憲法改正を

提案している。 

 大統領選挙については、プーチンは、後継者を任命

せず、何人かの候補の中から国民の選挙により決定さ

れるとしている。が、ホドロコフスキー事件は政治的

反対派への圧力であるとの見方が強く、反対派として

立候補を表明している前首相カシヤーノフについて、

汚職等の理由で検察の尋問を受けるなどの動きも報じ

られている。 

 

二）言論の自由の抑圧 

 一般的には言論の自由は守られている。しかし、政

府は、特に全国TV及びラジオ・ネットワークと、地方

における有力なTVとラジオ・ネットワークを財政的困

難につけ込み、あるいは圧力を加えて支配下において

いるといわれている。 

 選挙のときに反対派にアクセスを与えないとか、チ

ェチェン問題やセンシティブな社会問題について報道

を制限するなどの統制を行い、記者自らも自主規制を

行っているとされている。特に２００４年の選挙の際

には、通常よりも元首としてのプーチン大統領を表面

に出してその成果を強調し、他の候補者の割り当て時

間は極端に少なかったと、ＯＳＥＣ選挙監視委員会は

報告している。 

 新聞、雑誌は 2 つを除いて私有になっているが、最

近、政府に近い会社、団体が新聞や週刊誌を買う動き

が目立つ。ノバヤ・ガゼータ、イズベスチア、コメル

サントなどが、ゴルバチョフ、ガスプロム、ＵＦＧ投

資ファンドにより買収された。これも2007年末、2008

年初頭の選挙に向けた規制強化の動きとみられている。

しかし、印刷メディアはなおかなり幅広く自由な論評

を掲載しており、テレビに比べてかなり興味ある記事

が載っている。報道人の殺人事件や、検察によるこう

拘束事件もかなり報じられている。 

 

ホ）汚職と権力の乱用 

 国内の世論調査によっても、連邦および地方の行政

府、立法府、司法府で、職員による賄賂、予算の乱用、

政府財産の窃盗、リベート、犯罪への共犯という形で

の汚職が、かなり広範囲に行われていることが示され

ている。ロシアの汚職の深刻さを、ある国際機関は 10

段階で悪い方の 2.5 と評価している。市民は、汚職に

対する問題提起の機会を与えられておらず、地方、連

邦レベルでいくつかの汚職対策委員会や企業家協会が

汚職問題を取り上げているのみで、連邦レベルで汚職

撲滅キャンペーンは随時行われてはいるが、限定的で

あったり低い地位にあるものに限られたりしていて、

決定的な解決に結びついていないとされている。 

 プーチンは内外記者団との会見で、汚職はより開か

れた経済にすることで減らすことができるとしている。

最近でも税関や司法当局の多くの汚職摘発がなされて

おり、これは好ましい傾向だが、汚職が最も危険なの

は経済への影響でなく、国民が政権を信頼しなくなる

ことで、政権と国家の安定にとって極めて重要な問題

であると述べている。前述のように最近、上院議長ミ

ロノフを汚職撲滅の責任者に任命した。 

 警官による暴行、令状なしの家屋侵入、情報収集な

どの権力乱用は一般的にみられるが、特にチェチェン

においては連邦軍、チェチェン治安部隊による権力乱

用で、死亡、失踪など多くの被害が報じられている。

また、犠牲者の大量埋葬墓地が多く発見されている。

チェチェンでは現地の政府、議会が確立して正常に戻

りつつあるといわれるが、いまだ問題は多く残ってい

るようである。 

 

ヘ）ＮＧＯへの規制強化 

 グルジア、ウクライナ、ウズベキスタンにおいて、

外国の資金援助を得たＮＧＯがオレンジ革命などを煽

動したとして、ロシアにおいてＮＧＯに対する規制が

強化され、活動に障害が出ているといわれる。が、プ

ーチンは、ＮＧＯはロシアで活発に活動しており、こ

れら組織の登録について新たな制度を導入したが、こ

れは他の国で行われているのと変わらず、ＮＧＯから
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苦情は来ていないし、今後も活発に活動するであろう

と述べている。外国から資金援助を得ているＮＧＯの

中にはその国の対ロシア政策遂行の道具となっている

ものもあり、選挙資金の資金供与がＮＧＯを通じて行

われるのは、問題である旨述べている。さらに、ロシ

アは市民社会の発展に関心があり、政権を批判し誤り

を正すことによって、ロシア国民の利益を助長するよ

うなＮＧＯの動きは、これを歓迎するとも述べている。 

 ロシアには 45,000 のＮＧＯがある。そのうち 20－

25％が活動的で、多くは社会的慈善事業に従事してい

るが、ＮＧＯの多くは政策形成の活動をし、政府に批

判的であるという。最近の法律で、特に外国から資金

援助をうけているＮＧＯの登録監視と報告義務が強化

された。さらに「極端分子に対する措置」についての

法改正が行われ、政府批判等が禁止されたが、解釈に

よっては、次回選挙において野党やＮＧＯ取締りの口

実になりはしないかという懸念の声が上がっている。 

 

ト）主権民主主義と国家資本主義 

 ロシアでは、主権民主主義と国家資本主義が現体制

の基本であるとされている。 

 評論家によると、主権民主主義は、その人口の大き

さと特異な社会制度を理由に、ＮＡＴＯやＥＵに近い

将来加盟する可能性のないロシアが、西欧流でないロ

シアの政治的社会的風土に合わせた独自の民主主義を

発展させるもので、これには外国の干渉を許さないと

する概念のようである。 

 国家資本主義は、市場経済制度を採用しつつも、戦

略的に重要な経済分野においては、国家の統制または

支配を強化し、これを実行するために大統領府の幹部

などが、国家の支配下にある大企業の役員として派遣

されることにあるとみられる。西欧であれば、これは

認められないであろう。長い目でみて、これは企業の

競争力という観点から、問題にされるのではなかろう

か。 

 

５ 結語 

 

 これまでみてきたように、プーチン政権としては安

定的に国内政策をこれまでの路線で継続し、経済成長

とともに国民の生活水準を上げ、社会的な安定を図り、

強いロシア国家の建設を至上命題としている。そのた

めの国家機構の構築を2007年末、2008年初頭の選挙を

通じて実現したいと考えている。90 年代に行政府と議

会が対立して、改革が阻害されたエリツィン時代の思

い出と、プーチン政権成立後に縦割りの国家統治機構

の改革を、地方の知事の強力な反対を押し切って実現

できたのも、議会の 3 分の 2 以上の支持を得て必要な

法律を通せたからであるとの思いも強いであろう。 

 安全保障問題ではＮＡＴＯの東方拡大など、米欧か

らの挑戦は続いており、さらに人権の確立という観点

から、米国やＯＳＥＣなどから内政干渉的な介入が行

われていることに、かなり神経質にもなってきている。 

 米国務省が今年3月7日に出した58ページにわたる、

ロシア国内での人権と民主主義に関するレポートは、

ロシア全土での人権侵害の事例を克明に列挙している

報告書である。4月5日に国務省から出された「人権と

民主主義への支持｣と題する報告書は、これを実現する

ために各国で活動しているＮＧＯへの10項目からなる

指針を掲載している。 

 これにロシア外務省および政権側に立つ評論家は以

下のように強く反応した。2004 年の選挙が民主主義の

原則に完全に添ったものでなかったとし、きたる議会、

大統領選挙を｢自由で公正｣なものにするために、米国

は｢政党の訓練、政治担当の報道界代表者、投票者の訓

練を行う｣と述べ、単に選挙の監視と民主主義の支持を

超えて、特定の政治的勢力を擁護せんとしている。米

国は、民主主義と地政学的利益を混同しており、この

点から、この報告書の信頼性は失われると批判してい

る。さらに外部よりの攻勢にさらされており、ウクラ

イナのオレンジ革命がまさにその結論であったとして

いる。 

 他方、国内では、プーチンの近親者が選挙委員会の

長に就任したことに対して、次のような新設の公正党

や共産党の議員のコメントが報じられている。より公

正で透明性のある選挙実施に努力すべきであり、そう

でなければ国民は政治参加への興味を失い投票をボイ

コットし、別の手段で政治的不満の解消を求めるであ

ろう、と。 

 こうしたいろいろな内外のせめぎあいの中で、プー

チン大統領としては、強い国家の確立の課題の重さを

感じているであろうと思われる。 
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質疑応答 

 

清宮龍（時事通信出身） ６４年のフルシチョフ解任

の時、私もモスクワ特派員をしていました。その時に、

アメリカが沖縄を返還したら、ソ連も北方四島を返す

ということをよく聞きました。都甲さんも聞いておら

れたかどうか。それからもう一点は、今の返還論です。

二島先行返還論というのがありますね。これは自民党

のトップの森さんもその点に期待していたようですけ

れども、どうもうまくいかない。残念がっております

けれども、都甲さんはやっぱり一括返還のほうがいい

とお考えなのか。段階的にやったほうがいいと思われ

ているのか。 

 

都甲 これはロシアが日本をどう見ているかというこ

とにかかっている。最近のロシアでは、日本が経済進

出することへの期待が非常に強まっているように感じ

る。この前、フラトコ首相一行が来て投資金融セミナ

ーを開催し、昨日はキリエンコ原子力庁長官が来て日

本と原子力協定を結んで、原子力分野での協力強化を

図ることを強調した。トヨタ・日産が出たことにより、

ロシア側は、日本からの、本格的な投資に期待するよ

うになっている。ロシアは、今後は資源産業から機械、

化学工業を重視する姿勢に移ることであろう。ソ連時

代に供給された日本の機械の優秀さをロシア人は知っ

ており、また、産業マネージメントも含めて、日本か

らの投資を期待する声が強まっており、これから日本

とロシアの経済関係は本格的なものへとなっていくと

考えられる。 

そういう中で、領土問題についてのロシア側の見方

も変わってくる可能性がある。最近、東京に来たロシ

アの若い国会議員と会ったが、その際、当方から、両

国が経済協力を進めることにより信頼関係が深まり、

それにより懸案の政治問題も片づくことを期待すると

話したところ、先方より、フランスとドイツの例を出

し、フランス、ドイツ両国民はお互いに領土問題があ

ったことを全く忘れてしまっており、あの歴史的な和

解が今のＥＵをもたらした、自分たちもそういう時代

が日露間に必ず来ると思うということをいっていた。 

私はここで二島論だ、三島論だということで解決す

る問題ではなく、極東に於ける地政学的な観点からも、

日露関係の重要性は高まる中で、解決の機運が出てく

るのではないか。ロシアは全般的に世界中から追い込

まれている中で、中国との関係を非常に頼りにしてい

る。けれども、中国がいまのように発展していくと、

中露貿易は、中国から製品が供与され、ロシアから資

源を供給する形になることへの不安があるし、国民の

中にも、中露関係の将来には不安を感じている人もか

なりいる。そういう中でやはり日本はかなり頼りにな

る存在になっていくのではないか。そうなると、領土

問題だけが第二次世界大戦の結果として、ロシアが固

執すべき問題だとはどうしても考えられない。中欧、

東欧を見てみると、当然のことながらヤルタ協定でソ

連の支配下に入った中欧のほか、バルト国までがＥＵ、

ＮＡＴＯに入って、ヨーロッパ方面は大きく変わった。 

１９８８年の秋に、ロシアの外務次官をしていた人

が日本に来たとき、私は彼と話をした。そのとき彼は

ソ連は超大国であるから、３つのことを武力を使って

も阻止すると言った。１つはヨーロッパにおける国境

の変更、それから東西ドイツの統一、それとソ連の共

和国独立。けれども２，３年のうちに全部実現した。

そういう歴史の流れというのは、ある人がいくら考え

ても止められないものだと思う。 

そういう中で、日本とロシアの領土問題は両国関係

が経済的関係を深め、信頼関係が強化していくに従っ

て、解決を容易にする雰囲気が醸成されていくという

のがかなり真実なのではないかと思う。そういう意味

で６０年待ったわけで、そのうちの４５年は共産党主

義時代で、全く正義、誠実の原則から離れていて、日

本を取り込みたいと思えば領土問題解決の姿勢を示す

といった形であった。1956 年の共同宣言で、平和条約

締結後、歯舞、色丹は日本に引き渡すと約束しながら、

その後、フルシュチョフが、領土問題は解決済みと強

硬姿勢になった。 

ブレジネフ時代には、田中総理との会談で、４島が

戦後未解決の問題に含まれることを田中総理から確認

したのに対し、ブレジネフが「ダー」と応えた。私は

その時にモスクワにおり、田中総理が大平外相ととも

に車に乗ってクレムリンか出るときに、一緒に乗って

いた。田中総理が、これでやっと領土問題の解決の道

筋が見えたと言って、車の中で知床旅情を歌われた。

日本の首相がそう感じるような対応を、ロシア側はし



 13 

たわけだ。 

そしてその後、石油危機になり、ロッキード事件で

田中政権が揺るぎ、ロシアの日本への期待はなくなっ

た。それで再び領土問題は解決済みという強硬姿勢に

戻り、グロムイコ外相は、領土問題を含む平和条約に

ついて話はできないということで、８年間日本に来な

かった。ソ連時代は共産主義のもとにおいて信義とい

うものを無視した外交であったと言わざるを得ない。 

この１５年で初めて日本とロシアが本格的に領土問

題を解決する話し合いに入ったと私は思っている。そ

の中で、エリツィンは1997年のクラスノヤルスク非公

式首脳会談で、「２０００年までに東京宣言に基づき平

和条約を締結するようあらゆる努力をする」ことに同

意した。けれども、結局実現しなかった。プーチンも、

領土問題を解決して平和条約を締結することは必要で

あると認めている。 

ということで、新しい共通の価値観を持ちはじめた

ロシアと日本の間で本格的な経済交流が行われようと

している。私もロシアへは民間外交推進協会が派遣し

た経済使節団に同行して三回行ったが、年毎に雰囲気

が変わっているのを感じた。初めの頃は、日本はバス

に乗り遅れるとして、日本が出てこなければ、韓国や、

アメリカがでてくると言っていた。けれども、最近は、

日本の技術、産業文化そのものに関心を示し、来て欲

しいという声が強くなっている。これから日本とロシ

アが、石油、天然ガスのアジア太平洋方面への供給と

シベリア極東等の経済基盤の強化についての協力、技

術等を基礎にした競争力ある実体経済を発展について、

本格的に協力をしていけば、そういう全体の重みの中

で領土問題がどれだけの比重をもつかということにな

ると考えられる。 

それから沖縄については、確かにそういうことを言

ったことがあった。あれだけ戦った日米間で、沖縄を

最後に全部の領土問題が解決し友好関係の重要な基礎

をなしているわけで、そういうことが独仏の例にも示

されているように、歴史的な和解がいかに重要かとい

うことは伝え続けるべきだと思う。 

 

石井将勝（時事通信） 大統領候補と目されている２

人のメドベイゼフさんとイワノフさんでけれども、い

まのところどちらが有力と思われるか。先ほどロシア

の上院議長ですか、プーチン大統領の三選を可能にす

るように憲法改正を提案すべきだという話も出ました

が、実現の可能性があるとお考えでしょうか。 

 

都甲 これはどういうふうに進んでいくのかまだ見当

はつかない。プーチンはいずれにしても自分は後継者

は選ばないと言ってる。あの２人以外にもまだ意中の

人はいるのではないかといわれている。ロシア鉄道社

長のヤクーニン、原子力庁長官キリエンコ等も、候補

になりうるということをいう上院議員もいる。 

 ヤクーニンは、ロシア鉄道の社長に任命された際に、

後継者含みだといわれた。ロシア鉄道は昨年５０％の

利益をあげ、ロシア経済の中で重要な役割を果たして

いる。昨年9月に、ギリシャのロドス島で行われた「文

明の対話」についてのロシア主催の国際会議に出席し

たが、アメリカの一国主義に対抗する文明の対話とい

うことで、ロシアに有利なる外交的な世論形成のため

にやっている国際会議であったが、ヤクーニンは、英

語で、立派な議長役を務めていた。この会議は、昨年

が 4 回目で、ロシア側は、相当力を入れている。ヤク

ーニンのための国際的人脈作りじゃないかとも思われ

た。このまえヤクーニンが日本に来たときに、少人数

の朝食会で、あなたは非常に人気のある政治家で、将

来の大統領候補だといわれているがと水を向けたら、

まんざらでもない顔をしていた。 

原子力庁長官キリエンコは、なってからめざましい

活躍をしている。ロシアに核燃料国際合弁会社をつく

る話とか、この２０年くらいの間に２０基くらい原子

力をつくって、ロシアの中では電力は相当部分原子力

で間に合わせ、将来先細りが予想される天然ガスはで

きるだけ輸出その他工業用に使うという戦略目標のな

かで、大きなプランをたててやっており、国際的にも

かなり活躍している。彼も候補者の一人であるとの説

もある。いずれにしてもまだまだいろんな隠し球をも

っているといえる。国民の支持率をみながら最後まで

後継者を決めないでやっていくとうのが本音かもしれ

ない。 

また、この次は引退し、その次にまた出るとうこと

は禁止されてないので、そういう可能性があるという

ことはかれ自身認めている。けれども、いま上院議長

ミローノフがやっているような憲法改正をして、自分
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が居残るということに本当に同意するかどうかについ

ては、かなり疑問を持っている。プーチンが７０％の

人気をもったままで、次の大統領候補になった人がう

まくやれるのかどうか。このあたりをどうやって実現

していくかどうか、相当苦心しているところだと思う。 

プーチンが首相代行になって急速に支持を伸ばした

チェチェン問題のようなものは今回はない。地方で中

央の政党に不満を持っている人が多いということで、

｢統一｣という政党を造り、これをプーチンが支持した

ことで、一気に国民の支持が集まったが、そんなうま

い話が今後でてくるのかどうか。そういうことで確実

に５０％以上の支持を得て当選し、プーチンのように

７０％の人気を維持してくれる候補がでてくるかどう

か。それはなかなか難しいと思う。 

（文責・編集部） 


